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ブルガリア月報【２０１９年９月】 

令和元年１０月 

在ブルガリア日本国大使館 

概観 

【内政・社会】 

・２日及び３日，ソフィア市長選挙（１０月２７日）に関し，ファンダコヴァ現市長及びマノロ 

ヴァ・オンブズマンが立候補を表明。 

・４日，国民議会の秋会期が開会。 

 

【外 政】 

・１１日，デンディアス・ギリシャ外相がブルガリアを訪問。

・１２日，ソフィアにおいて「第７回歴史・教育問題に関する学際的専門家合同委員会」が開催。

・１５日，マルスディ・インドネシア外相がブルガリアを訪問。

・２３日～２７日，ラデフ大統領及びザハリエヴァ副首相兼外相が第７４回国連総会に出席。 

・２４日～２７日，ボリソフ首相が韓国を訪問。 

 

【経 済】

・ムーディースがブルガリアの信用格付見通しを「ポジティヴ」に引上げ

・ブルガルトランスガスがアルカド・コンソーシアムとトルコストリーム支線建設契約に署名

この月報はブルガリア各種メディアの報道等をとりまとめたものであり，在ブルガリア日本大使館の意見や判断を反映するものではあ

りません。

内政 

◆地方選挙関係（１０月２７日） 

地方選挙に際する最大の焦点であるソフィ

ア市長選挙に関し，２日，ファンダコヴァ現

ソフィア市長が，３日には，マノロヴァ・オ

ンブズマンがそれぞれ立候補を表明した。 

ファンダコヴァ市長は，当選すれば第４期目

となる。同市長は立候補の動機について，「過

去１０年，ソフィアは言葉の上だけではなく

実際に，変化し発展し続けている。これが，

自分（ファンダコヴァ市長）の地方選挙への

立候補の動機である。新たなプロジェクト，

新たなアイディア，新たな人材とエネルギー

で取り組む」と述べた。 

マノロヴァ・オンブズマンは，３日に行われ

た市民との会合の中で，同日にもオンブズマ

ンとしての辞表を提出すると述べ，無所属候

補として立候補する旨を明らかにした。同候

補に対しては，社会党（ＢＳＰ）の他，いく

つかの小規模右派政党からの支持が期待され

ている。マノロヴァ氏は，立候補の理由とし

て，オンブズマンとしての任務は，過去１年

に亘り（他権力により）ブロックされて来た，

オンブズマンや市民により提出された立法案

の検討は意図的に遅延又は棚上げにされて来

た，国民議会や国家機関は法改正の意志を欠

き，ソフィア市議会はソフィア市民の抱える

問題や彼らが要求し，また約束されたはずの

改革に背を向けている等と述べた。 

 

◆国民議会の秋会期開会 

４日，ブルガリア国民議会の秋会期が開会し

た。ラデフ大統領はその開会演説の中で，透

明性，アカウンタビリティー，そして責任と
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いう効果的国家運営に不可欠な要素はこの国

から消滅しつつあり，このままでは貧困，汚

職，そして低教育の拡大のみが待ち構えてい

る等との厳しい政府批判を行い，行政権に対

する国民議会による完全な統制なしには効率

的な国家運営は実現出来ないとして，立法及

び行政統制機関としての国民議会の役割強化

を求めた。 

 

◆親露ＮＧＯ代表のスパイ容疑による起訴 

１０日，親露の政治家としても有名なニコラ

イ・マリノフ「新ロシア全国運動」（ＮＧＯ）

代表がスパイ容疑で起訴されるとともに，ブ

ルガリア国家保安庁はレオニッド・レシェニ

コフ元ロシア戦略調査研究所所長の今後１０

年間のブルガリア入国を禁じる旨を発表。

なお，マリノフ被告は５万レヴァ（約３５０

万円）の保釈金を支払い釈放された。

ツァツァロフ検事総長によれば，検察は，マ

リノフ被告は，ロシアに拠点を置く

「Double-Headed Eagle Society」及びＲＩＳ

Ｓという２つの外国組織にサービスを提供し

ていたという。マリノフ被告は，ブルガリア

及びバルカン諸国の政治情勢に関する情報提

供，一定のイベントの企画・実施，ブルガリ

アの地政学的関心に対する影響力行使を目的

とした政党の設立に対し，金銭の支払いを受

けていたとされる。 

ＢＳＰ等は本件を挑発であると位置づけ，今

回の事案は言論の自由及び結社の自由の侵害

であるとし，政権与党による地方選挙キャン

ペーンとして利用されていると批判した。

 

外交 

１ 対バルカン関係 

◆第７回歴史・教育問題に関する専門家会合 

１２日～１３日，ソフィアにおいてブルガリ

ア・北マケドニア間の「第７回歴史・教育問

題に関する学際的専門家合同委員会」が開催

された。１３日の記者ブリーフにおいて，デ

ィミトロフ共同議長（ブルガリア側）は，「成

果は非常に少ない」と述べた。 

同共同議長は，２日間に亘り，我々は集中的

に熱のこもった議論を行ったが，成果は殆ど

無かったとしつつ，この事実は両国の間には

明確に極めて深刻な相違点があることを意味

していると述べた。同共同議長によれば，主

な相違点は，ブルガリア側が，ゴツェ・デル

チェフ（注：１９世紀末の革命家であり，両

国にとっての英雄）の役割，重要性及び活動

に対する検討，分析及び歴史的評価を行って

いるのに対して，マケドニア側は，むしろデ

ルチェフ後の時代に重点を置いている点であ

と述べた。 

一方で，ギオルギエフ共同議長（北マケドニ

ア側）は，今次会議は，何が達成されたかと

いう点からは失望せざるを得ないとしつつも，

そもそもの目的は，双方の議論を通した理解

を基調とする妥協を引き出し，バランスの取

れた見解を導き出すことにあると述べた。ま

た，同共同議長は，ハイレベルによる協議を

確保することは，次の協議のための良い基盤

を提供すると確信している旨述べた。 

 

２ 対露関係 

◆外務省によるロシア大使館への抗議 

２日，ブルガリア外務省は，当地ロシア大使

館が９日に開催を予定している「ナチズムか

らの東欧の解放７５周年記念展示会」に関し

強い抗議の立場を表明するプレスリリースを

発出した。

同プレスリリースは，ロシア大使館が９日に

開催する「ナチズムからの東欧の開放７５周

年記念展示会」に関し，ソ連軍の銃剣が中東

欧の国民に半世紀もの間もたらした抑圧，市

民の良心への介入，経済発展の阻害，そして

欧州先進国の発展プロセスからの乖離に関し

て目をつぶるべきではないとして，ロシア大

使館に対し，内政干渉にもなり得ることから，

この怪しげなテーマ（「解放」）を掲げるイベ
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ントを安易に支持するべきではないと警告し

た。 

 

３ 二国間関係 

◆ギリシャ外相のブルガリア訪問

１１日，ザハリエヴァ外相は，ブルガリアを

訪問したデンディアス・ギリシャ外相と会談

した。両外相は，エネルギー計画，経済関係，

西バルカンについて議論した。２０２０年，

両国は外交関係１４０周年を迎える。

デンディアス外相はボリソフ首相を表敬し，

ボリソフ首相はその会談の中で，ブルガリア

にとってのプライオリティであるＩＧＢの実

施促進の重要性を強調した。同会談において

は，その他のインフラ案件やエネルギープロ

ジェクトについても議論された。

デンディアス外相はラデフ大統領を表敬し，

ラデフ大統領は，両国はバルカン半島におけ

る戦略的パートナーシップを構築し，欧州の

安全保障，安定及び繁栄の本質に貢献してい

る等と述べた。



◆インドネシア外相のブルガリア訪問

１５日，マルスディ・インドネシア外相はブ

ルガリアを訪問し，ザハリエヴァ外相と会談

を行った。インドネシア外相によるブルガリ

ア訪問は２５年ぶりとなった。

両外相は，今後５年間で貿易額を倍増させる

等，今後一層二国間関係を強化していくこと

で合意した。



◆ボリソフ首相の韓国訪問 

２４日～２７日，ボリソフ首相は韓国を公式

訪問した。同訪問は，ブルガリアの首相とし

ては初めての韓国訪問であり，ブルガリアと

韓国の外交関係樹立３０周年を記念するもの

であった。訪問中，ボリソフ首相は，李首相

及び文大統領と会談を行った他，現代自動車

グループの「パワートレイン」社の研究開発

センター及び韓国外国語大学校を訪問した。

訪問には，カラカチャノフ国防大臣，ゴラノ

フ財務大臣，ゼリャコフ運輸・ＩＴ・通信大

臣及びカラニコロフ経済大臣が同行した。

ボリソフ首相との会談において，文大統領は，

ＩＴセクターや観光分野における一層の協力

の深化を提案するとともに，ブルガリアはバ

ルカン半島のリーダーであると述べ，ブルガ

リアがＥＵ議長国として移民問題や英国のＥ

Ｕ離脱等の困難な課題の調整役を務めたこと

を高く評価した。また，文大統領は，両国間

貿易の拡大及びブルガリアの良好なビジネス

環境に対する評価を述べ，韓国企業は，ＥＵ

市場への容易なアクセスにより，ブルガリア

への投資に関心を有していると述べた。

これに対し，ボリソフ首相は，ブルガリア経

済の比較優位性として，極めて良好なビジネ

ス環境，低い税率，熟練労働力，ＥＵ市場へ

のアクセス，を強調した。同会談においては，

その他，エネルギーに関し，ベレネ原子力発

電所建設計画への参画に係る韓国側の関心に

ついて議論された。



４ マルチ会合

◆ラデフ大統領の第７４回国連総会出席 

２３日から２７日にかけて，ラデフ大統領及

びザハリエヴァ副首相兼外相は第７４回国連

総会に出席した。ラデフ大統領は，イラク，

モルドヴァ等との二国間会談を行った他，在

米ブルガリア人コミュニティーとの会合，国

連気候行動サミット，ユネスコ・ハイレベル

会合等に出席した。ザハリエヴァ副首相兼外

相は，西バルカン６か国のＥＵ統合に関する

４か国外相会談（ブルガリア，ギリシャ，ル

ーマニア，クロアチア）に出席した他，ハン

ガリー，ブラジル，インド，タジキスタン，

カンボジア等との二国間会談を行った。 



統計 

◆Alpha Research社による世論調査結果

９月１０日～１６日に実施された同社世論
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調査結果の概要は次のとおり（調査対象：１

０２３名）。

［政治家支持率］

ボリソフ首相   ４６％

ラデフ大統領   ５４．８％

［政党別支持率］

ＧＥＲＢ（与党）  ２１．５％

社会党       １８．７％

ＭＲＦ（トルコ系）  ８．６％

スラヴィ（元人気司会者）が新党を設立し

た場合       ８．３％

ＶＭＲＯ（連立与党） ４．８％

民主的ブルガリア（議会外）４．１％

ヴォリャ        ２．０％

アタッカ        １．９％

その他         ２．７％





＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 

経済

１．マクロ経済 

◆ムーディースがブルガリアの信用格付見通し

を「ポジティヴ」に引上げ 

１日付けキャピタル紙（オンライン版）は，ムー

ディーズがブルガリアの信用格付の見通しを

「安定的」から「ポジティヴ」に引き上げたと報じ

た。ブルガリア政府の然るべき財政政策及びＥ

ＲＭ ＩＩ加盟候補国としてＥＵへの統合が深まっ

ていることの展望により，格付の見通しが引き

上げられたという。ブルガリアの長期信用格付

（自国通貨建て及び外貨建て）は，引き続きＢａ

ａ２とされた。

ムーディーズは，ブルガリアの財政収支が来

年は対ＧＤＰ比０．８％の黒字になるほか，ソブ

リン債務は縮小し続け，対ＧＤＰ比１９％にまで

下がると予測しているという。 

 

◆経済相がＯＥＣＤ加盟に向けた行動計画を発

表 

２１日付けＢＴＡ通信は，カラニコロフ経済大臣

が２０日にパリで開催されたＯＥＣＤ評議会でＯ

ＥＣＤ加盟のためのブルガリアの行動計画を発

表したと報じた。同経済相は，ＯＥＣＤ加盟はブ

ルガリアの主要優先課題であり，ブルガリアは

２０２０年に加盟交渉を開始するという決定を得

ることを模索し，それを期待している旨，加盟に

向けたブルガリアの行動計画に関する公式発

表の中で述べた。また，同大臣は，パリでグリ

アＯＥＣＤ事務総長と会談し，ブルガリアの加盟

準備プロセスについて議論した。

同経済相は，ＯＥＣＤ事務局との協力により準

備された行動計画は，ＯＥＣＤ加盟に向けたブ

ルガリアの政治的意思及びこれまでにブルガリ

アが達成してきた進捗を反映していると述べた。

同計画は，ブルガリアとＯＥＣＤの協力の２２分

野において具体的な目標を設定し，２０１７年１

２月に採択された国家ロードマップ及び２０２０

年末までの財政支援と結びつけられている。

同経済相は，ＯＥＣＤ評議会において，ブルガ

リアは２０１８年５月にＯＥＣＤ開発支援委員会

に加わり，同年９月に統計グッド・プラクティスに

関する勧告を，同年１１月にインターネット政策

策定原則に係る評議会勧告を受け入れたと述

べた。また，本年６月にはブルガリアに関するＯ

ＥＣＤ経済レビューが開始され，投資政策レビュ

ーの開始が準備されつつあり，本年末までには

開始されることが期待されている。資本移動自

由化及び現在の不可視取引に関するＯＥＣＤ規

約へのブルガリアの加入プロセスも進められて

いる。 

 

◆ゲオルギエヴァ氏がＩＭＦ専務理事に選出 

２６日付けＢＴＡ通信は，ＩＭＦの２５日付けプレ

スリリースを引用し，ブルガリアの経済専門家

ゲオルギエヴァ氏が次期ＩＭＦ専務理事に選出

されたと報じた。ゲオルギエヴァ氏は，欧州中

央銀行総裁に就任する前任のクリスティーヌ・ラ

ガルド氏から引き継ぐ形で専務理事ポスト候補

に挙がった唯一の候補者であった。
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ゲオルギエヴァ氏は，自身が選出された後に

声明を発出した。「私は，ＩＭＦ専務理事に選出さ

れたことを大変光栄に思うとともに，私を認めて

くれた世界中のＩＭＦ加盟国及びＩＭＦ理事会に

対し感謝する。私は，偉大なる指導者であり，

親しい友人であり前任のラガルド氏に対し敬意

を表する。同氏の視野とたゆまぬ働きはＩＭＦの

継続的な成功に多大なる貢献をした」とゲオル

ギエヴァ氏は述べた。「世界経済の成長が下降

し，貿易摩擦が続き，債務が史上最も高いレベ

ルに達しているこの時に，ＩＭＦの実権を担うこと

になることは極めて大きな責任である。ＩＭＦ理

事会において私が述べたとおり，我々の喫緊の

優先課題は，危機リスクを最小化し，不況対策

に備えるために各国を支援することである。同

時に，我々は，より強固な経済を構築し人々の

生活を改善するための，健全な金融・財政・構

造的政策を支援するという，我々の長期的な目

標を見失ってはならない。これは，不均等，気

候リスク，急速な技術的変化といった問題への

取組でもある」と同氏の声明は述べる。「私は，

１８９か国すべての加盟国，理事会及び職員，

そしてすべてのパートナーと今後仕事を共にで

きることを楽しみにしている。」とも述べた。

 

◆欧州投資銀行と黒海貿易開発銀行がブルガ

リア等の中小企業に１００百万ユーロ超を融資 

１０月１日付けＢＴＡ通信は，欧州投資銀行（ＥＩ

Ｂ）及び黒海貿易開発銀行（ＢＳＴＤＢ）が，ブル

ガリア，ギリシア及びルーマニアの中小企業及

び中型株企業による新規投資のために，アテネ

で発足した新たな民間セクター融資イニシアテ

ィヴを通じて総額１００百万ユーロ以上を共同で

融資する旨，ＢＳＴＤＢが９月２７日付けプレスリ

リースで発表したと報じた。ＥＩＢとＢＳＴＤＢが５

０対５０で出資するこの融資プログラムは，農業，

製造，運輸，再生可能エネルギーに関連する企

業の成長を支援することに焦点を置き，この２

つの開発銀行の間の初めてのビジネス協力案

件になるという。同プログラムの発足のために，

ＥＩＢは，ＢＳＴＤＢに対し，返済期間１２年で５０

百万ユーロの融資を提供し，ＢＳＴＤＢは，同プ

ログラム全体を運営し，ブルガリア，ギリシア及

びルーマニアの企業に融資を行うという。

 

２．経済政策，産業 

（１）エネルギー関連 

◆ブルガリア・ロシアがコズロドゥイ原発，ベレ

ネ原発等について協議 

９月１８日付ＢＴＡ通信は，第１７回ブルガリア・

ロシア経済・科学技術協力政府間委員会の開

催について報じた。同通信が引用した，同委員

会後にペトコヴァ・エネルギー相が報道陣に対

し述べた発言によれば，１７日，同相は，委員会

の中で，コズロドゥイ原発６号基の運転をこの１

０月から更に１０年間延長すると述べた。同相

によれば，６号基の運転は，１０年毎に最大６０

年まで延長することが出来る由。

また，ペトコヴァ大臣は，ベレネ原子力発電所

の建設計画に関しては，ロシア，中国，フランス，

韓国及び米国の原子力セクターを代表する企

業から関心が示されているとしつつも，ロスアト

ムが建設を担うことが既に戦略的投資家選考

手続の中で明示されており，同社の参画無しに

は本計画を実施することは出来ないと述べた。

同相によれば，欧州委員会もこの条件を認識し

ているという。

同委員会でマントゥロフ・ロシア貿易産業大臣

及びペトコヴァ大臣は，双方の関心事項である，

エネルギー，観光，農業及び海上輸送について

協議を行った。マントゥロフ大臣は，トルコ・スト

リーム建設計画に関し，２０２０年１月までには

ブルガリアとセルビアの国境にガス・パイプライ

ンが到達すると述べた。 



◆ブルガルトランスガスがトルコストリーム支線

建設契約に署名 

１９日付ＢＴＡ通信は，１８日，ブルガルトランス

ガス及びサウジアラビアのアルカド・コンソーシ

アムがトルコストリーム・ガスパイプライン建設
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プロジェクトに係る契約を締結したと報じた。 

同契約は，トルコ・ブルガリア国境からブルガリ

ア・セルビア国境までのガスパイプラインのイン

フラ整備に係る資材・設備の供給，投資計画設

計，建設及び運用を対象とする由。 

署名式は閣僚評議会で行われ，ボリソフ首相，

ペトコヴァ・エネルギー大臣，マントゥロフ・ロシ

ア産業貿易大臣，駐ブルガリア・サウジアラビア

大使が立ち会った。マリノフ・ブルガルトランス

ガスＣＥＯは，本プロジェクトはサウジアラビアと

の極めて重要な協力の第一歩であり，ブルガリ

ア，バルカン半島及び欧州への天然ガス供給

を保証するものであると指摘したという。 

契約総額は，１１億２百万米ドルで，契約期間

は契約締結から６１５日以内。この契約により，

ブルガルトランスガスは，天然ガスをセルビア，

ハンガリー経由でオーストリアのガスハブまで

供給することが可能となる。ボリソフ首相は，こ

のプロジェクトは，ブルガリアが欧州のガス地

図に留まるための，所謂「バルカン・ストリーム」

であると指摘したという。 

 

◆ロシア貿易産業大臣が首相，大統領と会談 

１９日付ＢＴＡ通信は，ブルガルトランスガスと

アルカド・コンソーシアムによるガスパイプライ

ン建設契約書への署名後，ボリソフ首相とラデ

フ大統領がマントゥロフ・ロシア貿易産業大臣と

会談したと報じた。

ボリソフ首相は，ベレネ原発計画については

楽観的であるとし，同計画のためのコンソーシ

アム設立は前向きに進捗しており，ブルガリア

側は速やかに全ての潜在的な戦略的投資家と

交渉を試みると述べた。また，同首相は，同計

画の実施に係る全ての基準が合意された規定

に適合すれば，極めて良いプロジェクトとなる可

能性が大きいと述べたという。

マントゥロフ大臣は，ロシア側は国際コンソー

シアムの一部に参画するのみならず，ベレネ原

発の建設にも参加する用意があるとし，それが

最善のオプションであると信じている旨述べた。

また，同大臣は，ロシアは製薬産業におけるブ

ルガリアとの幅広い協力にも関心があると言及

した。更に，本年が両国外交関係樹立１４０周

年であることに触れ，ブルガリアとの建設的な

協力と交流に謝意を表明したという。

その後行われたマントゥロフ大臣及びラデフ大

統領との会談で，双方は，経済，エネルギー，

貿易及び観光に係る協力について協議した。ラ

デフ大統領は，過去２年間に亘るハイレベルに

よる政治対話は，二国間関係の停滞が克服さ

れたことを明確に示していると述べ，実利的で

共通の利益を基調としたエネルギープロジェク

トを実施することの重要性を強調したという。ま

た，双方は，二国間の軍事技術協力と関連する

ライセンスの問題についても協議した。ラデフ大

統領は，この問題が他の地域の二国間パート

ナーシップとリンクされることなく，ブルガリア・

ロシア双方にとっての利益となるアプローチを

通じて解決されることを期待する旨述べたとい

う。



◆ラデフ大統領が低炭素化経済への移行を提

唱 

２４日付ＢＴＡ通信は，２３日，国連気候行動サ

ミットに出席したラデフ大統領が記者団に対し，

ＥＵ域内の石炭地域の低炭素経済への移行イ

ニシアティヴにブルガリアが参加する時がきた

とし，これは，人々の将来を保証し，地域の投

資や移行を確実にすると述べたと報じた。 

同大統領は，ブルガリアには原料と技術と発

電施設があるので，今のところ石炭産業は独立

しているとしつつ，同時に温室効果ガス排出を

減らすための要請にも応じなければならないこ

とは明白であり，戦略的アプローチを採択しな

ければならないと述べたという。石炭は，ブルガ

リアにおける基本的なエネルギー生産量の半

分を占めている。 

同大統領は，気候変動は，もはや研究者や政

治家や企業の間で争うべき問題ではなく，世界

中の若者による抵抗や行動の波が急激に高ま
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っており，未来を担う若者達は，断固とした行動

と変化を強く求めていると述べたという。 

 

◆石炭火力発電量の割合はＥＵ４番目に大き

い４５％ 

２８日付けトゥルド紙は，ｓｔａｔｉｓｔａ．ｃｏｍが公

表した２０１７年のデータによれば，ブルガリア

はＥＵ加盟国の中で４番目に石炭火力発電の

割合が多い国であり，電力総生産量の４５％を

石炭火力発電が占めると報じた。ブルガリアよ

りも石炭火力発電の割合が多い国は，ポーラン

ド（８１％），ギリシア（５６％），チェコ（５４％）で，

独（４０％）はブルガリアに次ぐ５番目という。 

 

◆北マケドニアと電力市場統合，ベレネ原発プ

ロジェクトについて協議 

１日付けＢＴＡ通信は，３０日付けエネルギー

省プレスリリースを引用し，ブルガリアのペトコ

ヴァ・エネルギー大臣と北マケドニアのベクテシ

経済大臣がソフィアで会談し，天然ガス及び電

力産業の分野における二国間関係を促進し得

る広範な潜在性があることにつき同意したと報

じた。共同プロジェクトの実施は，両国のエネル

ギー安全保障，相互接続システムの構築，電力

市場の自由化に貢献するという。

ベクテシ大臣は，最近，北マケドニアがＥＵ規

則の要求を取り入れる形で自国のエネルギー

法を改正した旨説明した。またペトコヴァ大臣は

北マケドニアが成し遂げたこの前進を歓迎し，

当該法改正はブルガリアと北マケドニアの電力

先物取引市場の統合を促進するであろうと強調

した。両大臣は，電力市場の統合が可及的速

やかに実現するよう，この目標に向けた努力を

加速化させることを互いに約束した。

また，ベクテシ大臣は，北マケドニアはベレネ

原発建設プロジェクトに関する専門家レベルの

交渉を行うことに関心がある旨述べ，当該プロ

ジェクトの戦略的投資家選定手続において，北

マケドニアがプロジェクト実施企業の少数株を

獲得すること及びベレネ原発が生産する電力

の１０％を購入することに関心があると述べた

という。



（２）運輸，インフラ 

◆韓国がごみ固形燃料施設の建設を提案 

２７日付け「２４チャーサ」紙は，ボリソフ首相と

韓国のイ国務総理との会談において，イ国務総

理が「トプロフィカツィヤ・ソフィア」（注：ソフィア

市の温熱供給企業）のためにごみ固形燃料施

設を建設する事業に韓国企業が参加する意向

について表明し，韓国企業の同プロジェクトへ

の参加につき要請したと報じた。同紙によれば，

このプロジェクトについてブルガリア側から韓国

側に説明を行うという予定はなく，ブルガリア代

表団は，韓国側からのこの提案に大変驚かさ

れたという。同プロジェクトは，ソフィア市が市内

で発生するごみを燃焼処理することを可能とす

るもので，温熱提供価格の低下に資するという。

同紙は，同プロジェクトの経費総額は１５７百万

ユーロで，そのうち６７百万ユーロをソフィア市

が貸与を通じて確保し，残りの経費はＥＵ基金

で賄われることになると報じた。 

 

（３）ＩＴ 

◆教育省が学校でのＩＴビジネス教育プログラ

ムを実施 

２１日付ＢＴＡ通信は，２０日，ヴルチェフ教育・

科学大臣が，ＩＴセクターが提供する学校におけ

るＩＴトレーニングのための国家プログラムに関

し，所謂「ＩＴビジネス教育」プログラムの目的は，

ＩＴビジネスと職業訓練学校との相互交流を強化

することにあると述べたと報じた。同大臣は，ＩＴ

セクター関係者と会談した際，既に巨額のサラ

リーを手にしているにも拘わらず，多くの関係者

がＩＴを学校で教えたいと考えていることは嬉し

い驚きであったと述べた。

同プログラムには，１００万レバ（約６０００万

円）が提供される予定であり，今も募集が続い

ている。同プログラムは，どの学校にも開かれ

ており，ＩＴ知識をもう一度おさらいしたい教師の
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ためのコースやワークショップも用意されている。

学校におけるトレーニングの幾つかは，サイバ

ーセキュリティ，３Ｄプリンター，ソフト開発及び

電子署名ソフトを学ぶためにも活用されるとい

う。 

 

◆デジタル経済は近年８．２％の高成長 

２７日付けＢＴＡ通信は，２６日にワルシャワで

開催された「３つの海イニシアティヴ」閣僚会合

に参加したイヴァノヴァ経済副大臣が，ブルガリ

アのデジタル経済成長率がＥＵ５大市場に比べ

２．５倍の速さで成長しており，ブルガリアのＩＣＴ

セクターにおける付加価値の年間平均成長率

は過去１０年間で２５％を超えたと指摘したと報

じた。同副大臣は，マッキンゼー・コンサルタン

ト社が実施した世界的調査によれば，近年，ブ

ルガリアのデジタル経済の成長率は８．２％で

あり，これに対しＥＵの５大市場の成長率は３．

１％であると指摘したという。「ブルガリアは，地

域におけるデジタル接続性の拡大及び促進を

優先課題としている。

 

◆韓国がサイバーセキュリティ，５Ｇ分野にお

ける協力を提案 

３０日付け「２４チャーサ」紙は，韓国訪問中の

カラニコロフ経済大臣が，韓国側がサイバーセ

キュリティ及び５Ｇの分野においてブルガリアと

協力することを提案したと述べと報じた。また，

同経済相は，２０２０年３月に韓国企業７０社の

幹部がソフィアを訪問する予定であると発表し

たという。 

 

◆ＩＴ最大手ヴィヴァコム社買収をめぐり２つの

ファンドが競争 

１０月１日付けＢＴＡ通信は，９月２９日付け英

フィナンシャル・タイムス（ＦＴ）紙を引用し，ブル

ガリア最大の通信企業ヴィヴァコム社を買収す

べく２つのプライベート・エクイティ・ファンドが争

っていると報じた。ＦＴ紙によれば，この紛争を

直接知る人物２名からの情報として，ＢＣパート

ナーズ（英）及びＫＫＲ（米国）が所有するユナイ

テッド・グループ（ＵＧ）と，プロヴィデンス・エクイ

ティ・パートナーズ（ＰＥＰ）（米国）は，ヴィヴァコ

ム社獲得のための意向的な入札を開始し，ヴィ

ヴァコム社の資産調査を行っているという。

ＢＣパートナーズが後押しするセルビア最大

のケーブルＴＶ会社であるＵＧ（蘭）は，バルカン

諸国の通信市場を統合しようとしており，本年ク

ロアチアのＴｅｌｅ２社を２２０百万ユーロで買収し

た。また，ＵＧはスロヴェニア，ボスニア，モンテ

ネグロにも資産を有するという。

ＦＴ紙によれば，ブルガリアの通信独占企業を

前身とするヴィヴァコム社は，本年７月に売りに

出され，その買い手を探す代理人としてＬａｚａｒｄ

社が指名された。ヴィヴァコムを売りに出してい

るのは，ロンドンを拠点とするブルガリア人実業

家のスパス・ルセフ氏とロシアのＶＴＢ銀行のロ

ンドン支店で，両者はヴィヴァコム社が債務不

履行に陥った後の２０１５年の入札でヴィヴァコ

ム社の支配権を共同で獲得していた。

ヴィヴァコム社売却に関与する人々によれば，

バルカン地域の通信資産をめぐる最近の諸取

引の例に基づけば，ヴィヴァコム社の価値は約

１２億ユーロ相当であると予想されるという。ＦＴ

紙の情報筋２名は，ＵＧは１１億ユーロを提示し，

これに対しＰＥＰは１０億５，０００万ユーロを提

示したと明かした。ルセフ氏及びそのパートナ

ーが約４年前のヴィヴァコム社獲得の際に支払

った額は３３０百万ユーロであったため，ルセフ

氏らはこの売却により巨大な利益を得ることに

なる。 

 

（４）自動車 

◆韓国企業によると電気自動車バッテリー工場，

自動運転車の走行試験場設立について協議 

２６日付けＢＴＡ通信及び当地各紙は，カラニ

コロフ経済大臣がソウルで記者団に対し，ヒュ

ンダイ自動車とは別の韓国最大の企業の一つ

の代表者たちが現在ブルガリアで，１５億ユー

ロ以上となる投資を電気自動車バッテリー製造
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企業に行う可能性について検討していると述べ

たと報じた。同経済相は，ボリソフ首相率いるブ

ルガリア代表団の一員として，韓国を訪問した。

同経済相は，この投資をめぐりブルガリアは他

の２か国と競っていると述べたが，国名は挙げ

ず，４つの工場建設候補地がその韓国企業の

代表者たちに提案され，現在ソフィアに滞在中

の彼らは，そのうちの２つについて検討してい

ると述べたという。

各紙によれば，２６日，ブルガリア代表団が華

城市にあるヒュンダイ自動車グループのパワー

トレイン研究開発センターを訪問した際に行わ

れた質問に対し，カラニコロフ大臣は，電気自

動車産業における戦略的パートナーシップの可

能性及びブルガリアにおける自動運転車の走

行試験センターの開設の可能性がヒュンダイ自

動車との間で議論され，電気自動車部品，主に

バッテリーの製造の可能性も議題となったと述

べたという。同経済相は，ヒュンダイ自動車との

交渉は，別の韓国企業によって検討されている

電気自動車バッテリー製造企業への投資とは

関連していないと強調し，問題が発生すること

のないよう，その韓国企業の名を挙げることを

控えたという。これに関し，「２４チャーサ」紙は，

同経済相がその会社はほぼすべての自動車メ

ーカー向けに電気自動車バッテリーを製造して

いる会社であると示唆したと報じ，更に世界の

電気自動車バッテリー製造企業のトップ２はサ

ムスン社とＬＧ社であると指摘した。同経済相は，

ヒュンダイ自動車がブルガリア側に対し同社の

欧州支社と連絡をとり，同支社の代表者達に戦

略的パートナーシップの可能性を検討させるこ

とを提案し，「我々は，今すぐの投資について話

をしているのではない。ブルリアが将来の投資

先として極めて良い国であることを明示すること

が重要である。もし彼らが選択をしてくれれば，

我々は具体的な投資について発表を行うであ

ろう」と付言したという。

さらに３０日付け「２４チャーサ」紙は，ボリソフ

首相がヒュンダイ自動車に対し，自動運転車の

走行試験場の設立に対しブルガリア政府が公

的資金を支出するというプロジェクトを提案した

と報じた。カラニコロフ経済大臣は，同紙による

インタビューの中で，ヒュンダイ自動車は将来

の走行試験場を運営しノウハウを提供するパー

トナーになることを招請されたと説明した。

 

◆米国装甲車メーカーがブルガリアでの生産

拠点設立を検討 

２８日付けモニター紙は，米国の装甲車製造

企業Ｔｈｅ Ａｒｍｏｒｅｄ Ｇｒｏｕｐ（ＴＡＧ）が 

ブルガリアに同社製品の製造センターを設立し，

その製品をブルガリア及びＥＵ域内で販売する

ことを検討していると報じた。ＴＡＧのブルガリア

担当であるＰｉｌｏｓｏｆ氏は，２７日に行われたＴＡ

Ｇの投資状況に関するメディア向けプレゼンテ

ーションの中で，同社のすべての車はブルガリ

ア政府が設定した諸要件に合致するかそれを

超えていると述べたという。 

同紙によれば，ブルガリア国防省は，同省に

よる装甲車の市場調査は２０１７年に終了して

おり，ＴＡＧの提案は遅すぎたという公式見解を

示している。ＴＡＧのＰａｚｄｅｒｋａ社長は，同社の

生産拠点をブルガリアに作るという構想は，ブ

ルガリアが自国空軍のためにＦ１６戦闘機を購

入するというニュースによって生まれたと述べ

た。 

また，同日付けトゥルド紙も，約１，０００人の

雇用創出や柔軟な賃金支払に関する交渉など，

当該生産拠点設立に関するＴＡＧの提案につい

て報じた。 

 

◆ＶＷ取締役会がトルコへの新工場設立の決

定を延期か 

１０月１日付け「２４チャーサ」紙は，ドイツメデ

ィアを引用し，９月２７日に行われたフォルクス

ワーゲン社（ＶＷ）取締役会が同社新工場のト

ルコへの設立に関する決定を延期したと報じた。

同紙は，カタール人株主及びその他複数の役

員からの圧力にも関わらず，同取締役会は新
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工場設置国の決定に関連する更なる情報収集

と分析を求め，今回の決定延期はエルドアン大

統領との長期的なパートナーシップに対するＶ

Ｗの株主たちの懸念を示唆すると指摘する。 

同紙はまた，ＶＷとトルコとの間の取引は，ブ

リュッセルでの議論を引き起こしているとし，ド

イツの緑の党の報道官がＶＷとトルコとの間の

取引に関する欧州委員会への質問状を独メデ

ィアに対し送付したと報じた。同報道官は，トル

コはＥＵ市場へのアクセスと引き替えに，国家

保証に関するＥＵ規則に準拠しなければならな

いはずなのに，トルコが生産される自動車４万

台の購入及び４０万ユーロの補助金の拠出とい

う国家保証を提示していることは問題であると

指摘し，欧州委員会に対し，「政治的な偽善に

終止符を打ち」，断固たる行動を取るよう求め，

ＶＷもまた，トルコによるＥＵ規則への反目によ

り利益を得ようとしており，それは他のＥＵ加盟

国にとって有害であると指摘した。他方，トルコ

は，国内法をＥＵ規則に適合させることに抵抗し

ており，合法的に国家補助金を与えることがで

きると考えているという。さらに同報道官は，ト

ルコの提案の背景にはシュナイダー元独首相

がいると考えられていると指摘したという。 

 

４．その他 

◆東京で日本ブルガリア経済セミナーを開催 

２０日，経済省及び国営企業「経済地区」は，

同日東京で開催された日本ブルガリア経済セミ

ナーに関するプレスリリースをサイトに掲載した

ところ，概要は次のとおり。同セミナーは，日本

ブルガリア協会，在日本ブルガリア大使館主催，

東海大学，ＪＥＴＲＯ，ブルガリア中小企業促進

庁ほか協力の下で開催された。

日本は医療機器の製造，ブルガリアの自動車

及びエネルギーセクターにおけるプレゼンスの

拡張並びにブルガリアのスタートアップが日本

におけるビジネスを発展させることへの全面的

な支援を与えることに関心を有していることが，

イヴァノヴァ経済副大臣の東京への訪問の過

程で明らかとなった。東京では，日本ブルガリア

経済セミナーが開催され，１４０社以上の日本

及びブルガリア企業が参加をした。セミナーに

は，茂木敏充・外務大臣，吉川直人・東海大学

副学長も出席した。

同副大臣は，「過去２年間で開催されたビジネ

ス指向の諸行事は，両国企業間の活発で直接

的な協力の機会及び日本企業がブルガリアに

ついて知る機会を与えてきた」と述べ，ブルガリ

ア及び日本の経済的繋がりを発展させる更なる

潜在力があると指摘した。両国の互いに対する

関心の存在は，近年の両国間の貿易高の拡大

に示されている。同副大臣によれば，両国間の

貿易高は，２０１８年に過去１０年間で最高レベ

ルの総額２１４百万米ドルとなった。ブルガリア

から日本への輸出額は前年比で４．４％増加し，

４９．３百万米ドル，ブルガリアの日本からの輸

入額は前年比３９．８％増加し，１６５百万米ドル

となった。

イヴァノヴァ副大臣は，本年２月のＥＵ・日本Ｅ

ＰＡの発効は，ＥＵだけでなく，ブルガリアと日本

との貿易経済関係にも新たな推進力を与えたと

強調し，「ＥＵの対日輸出の９０％以上から関税

が撤廃されることとなり，同協定が完全に実施

されれば，ＥＵからの製品の９７％以上が日本

に関税無しで輸出されることになる」と説明した。

さらに同副大臣は，ワイン貿易の完全自由化が

達成され，今後の移行期には，熟成チーズ，パ

スタ，チョコレート・菓子といったその他の基本

的な農産品等が無関税で輸出されると付言し

た。

日本滞在中，イヴァノヴァ副大臣は，牧原秀

樹・経済産業副大臣，越智仁・日本経済団体連

合会副会長兼ヨーロッパ地域委員会委員長，猪

谷晶子・日本ブルガリア協会理事長，入野泰

一・日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）欧州地域担当

理事と会談した。一連の会談では，両国間のパ

ートナーシップ及び様々な分野で二国間関係を

促進するためのメカニズムを模索することへの

意欲が確認された。同副大臣は，ブルガリアの



 １１ 

良好な投資環境を指摘しつつ，ブルガリアへの

日本の投資が今後増加することへの期待を表

明した。「自動車部品及び自動車用ワイヤーハ

ーネス製造，人の健康，エネルギー，サービス，

銀行といったセクターにおける日本との投資協

力は発展的レベルに達している。しかし，ブル

ガリアへの日本の投資の更なる誘致は，貿易

経済関係分野における我々の優先課題の一つ

である」と同副大臣は述べた。

ブルガリア代表団には，バレス国営企業「経済

地区」社長も同行した。同社長は，国内の諸経

済地区の発展のための運営，高付加価値セク

ターへの投資促進，投資のための良好な条件

の創出に同社が取り組んでいると強調した。

「当社の諸経済地区は最高の立地，最良の輸

送接続，高度に発展したインフラを有している」

と同社長は述べた。 
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ブルガリア内政・外交の動き(９月) 

  在ブルガリア大使館 

  

 

１（日）  

２（月）  

３（火）  

４（水） 国民議会の秋会期が開会。 

５（木） 

６（金）  

７（土）  

８（日）  

９（月）  

10（火）  

11（水） ★デンディアス・ギリシャ外相がブルガリアを訪問。 

12（木） ソフィアにおいて「第７回歴史・教育問題に関する学際的専門家合同委員会」が開催。 

13（金）  

14（土）  

15（日） ★マルスディ・インドネシア外相がブルガリアを訪問 

16（月）  

17（火）  

18（水）  

19（木）  

20（金）  

21（土）  

22（日）  

23（月） ☆（～２７日）ラデフ大統領及びザハリエヴァ副首相兼外相が第７４回国連総会に出席 

24（火） ☆（～２７日）ボリソフ首相が韓国を訪問。 

25（水）  

26（木）  

27（金）  

28（土）  

29（日）  

30（月）  

31（火）  
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ブルガリア経済指標の推移（出典：国家統計局，中央銀行，財務省（日本）貿易統計） 
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ブルガリア主要経済指標 （出典：中央銀行） 

＜GDP成長率と国民一人当たりGDP>

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 Q1 Q2 Q3 Q4

GDP成長率 (％) 1.9 0.0 0.5 1.8 3.5 3.9 3.8 3.1 4.8 3.7

GDP per Capita (BGN) 10,673 11,229 11,268 11,594 12,340 13,206 14,280 15,363 n/a n/a n/a n/a

＜財政収支＞

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 Q1 Q2 Q3 Q4

財政収支 （million BGN) -1,589.7 -262.5 -296.3 -4,538.1 -1,480.9 131.8 1,182.1 2,148.7 1,485.5

財政収支GDP比 (％ of GDP) -2.0 -0.3 -0.4 -5.4 -1.7 0.1 1.2 2.0 1.3

一般政府総債務 (％ of GDP) 27.1 26.2 29.6 25.6 22.6 20.3

＜失業者数及び失業率＞

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep

失業者数 （千人） 342 376 386 351 329 261 232 201 209 205 195 184 175 170 173 173

失業率 （％） 10.4 11.4 11.8 10.7 10.0 8.0 7.1 6.1 6.4 6.2 5.9 5.6 5.3 5.2 5.3 5.3

＜消費者物価上昇率と月額平均賃金＞

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep

消費者物価上昇率 （％）（前期比） 2.8 4.2 -1.6 -0.9 -0.4 0.1 2.8 2.7 0.6 0.5 0.1 0.5 0.1 -0.6 0.8 0.1

月額平均賃金 (BGN) 686 731 775 822 878 948 1,037 1,135 1,192 1,184 1,247 1,281 1,246 1,253

＜対外債務＞

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep

政府部門対外債務 (million EURO) 4,205.0 4,578.9 4,062.2 6,552.0 5,986.9 7,228.8 6,343.6 6,132.9 6,103.4 6,088.2 6,010.3 5,933.4 5,952.0 5,970.2 6,009.0

民間部門対外債務 (million EURO) 32,089.8 33,134.6 32,873.4 32,786.4 27,506.6 26,992.6 27,508.6 27,209.9 27,342.7 27,583.2 27,985.8 28,013.7 27,919.3 28,018.5 28,186.3

＜対内直接投資と貿易収支＞

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 Jan Feb Mar Apr May Jun Jul Aug Sep

対内直接投資 (million EURO) 1,476.3 1,320.9 1,383.7 347.4 2,399.1 1,003.3 2,314.1 1,744.4 -174.7 3.6 72.8 268.3 128.8 372.6 524.7 532.7

貿易収支（FOB-CIF) (million EURO) -4,688.9 -3,556.6 -2,776.6 -2,622.4 -984.4 -765.8 -2,264.1 -174.6 -298.4 -275.8 -244.9 -274.6 -95.3 -155.2

輸出（FOB） (million EURO) 20,770.2 22,271.5 21,026.3 21,919.4 23,103.6 26,950.0 27,348.3 2,401.8 2,399.7 2,449.7 2,303.1 2,376.1 2,312.7 2,696.2

輸入（CIF） (million EURO) 25,459.1 25,828.1 23,802.9 24,541.8 24,088.0 27,715.9 29,612.3 2,576.3 2,698.1 2,725.4 2,548.0 2,650.6 2,407.9 2,851.4  


